支援教育地域支援整備事業実施要綱　　　　新旧対照表　　　　（傍線部分は改正部分）
	改　　正　　後
	現　　　行

	支援教育地域支援整備事業実施要綱
　　　　　　　　　　大阪府教育庁

　　　　　　　　　　教育振興室支援教育課

１　趣旨

この要綱は、障がいのある幼児・児童・生徒一人ひとりの教育的ニーズに応じた適切な指導及び必要な支援を行う支援教育を進めるため、府立支援学校内の支援体制の整備はもとより、府内において、府立支援学校と府内市町村教育委員会その他関係部局や医療・保健・福祉・労働等の関係機関等（以下、「関係機関等」という。）が連携し、地域支援リーディングスタッフ（以下、「ＬＳ」という。）等を活用して府立支援学校がセンター的機能を発揮し、保育所、幼稚園、認定こども園、小学校、中学校、義務教育学校及び高等学校（以下、「小・中学校等」という。）の教職員や幼児・児童・生徒の支援教育に関するニーズに応じた適切な指導・助言、支援を行うために、必要な事項を定める。
２　定義
　府立支援学校のセンター的機能とは、学校教育法第74条および学習指導要領等に基づき、府立支援学校が地域における支援教育に係る中核的な機関としての役割を果たすとともに、自立活動の知見や支援教育における専門性を発揮し、小中学校等の支援教育における取組みを支援することである。

　府立支援学校は、小・中学校等に対するセンター的機能を発揮するうえで、支援を要する幼児・児童・生徒の支援にとどまらず、小中学校等が学校全体で支援教育を推進し、誰もが安心して学ぶことのできる校園内体制づくりを支援することにより「ともに学び、ともに育つ」教育を推進する。
　府立支援学校は、校長・准校長のリーダーシップのもと、日々の教育内容を蓄積・共有する等、専門性を向上させるとともに、自校の関係部署が連携し、組織的に支援に取り組むことにより、地域の支援教育の推進役を果たす。
３　事業の実施
（１）府立支援学校における地域支援体制の推進
①　府立支援学校は、センター的機能を発揮するため、市町村教育委員会、小・中学校等からの要請に応じて以下のような活動を行う。
ア　訪問相談（学校訪問型・地区拠点校訪問型）や来校相談及びオンライン相談等
イ　合同相談会の企画や協力
ウ　障がい理解推進、校内委員会等の体制づくりへの助言
エ　個別の教育支援計画及び個別の指導計画の作成・活用等に向けた助言
オ　関係機関等との連携・協力体制の構築
カ　市町村教育委員会や小・中学校等が主催する研修会等への研修講師の派遣
キ　自立活動等における指導実践の公開、教材・教具に関する情報提供及び貸し出し等
ク　キャリア教育・就労支援に係る指導
ケ　その他、上記に類するもの
　略
（２）ＬＳの任命

府立支援学校長は、センター的機能を担うＬＳを任命する。
（３）ＬＳの活用
　府立支援学校長は、センター的機能による小・中学校等における校内支援体制構築等のためにＬＳを活用する。
４　事業活動計画・事業報告等
（１）府立支援学校は、本事業に係るセンター的機能体制表、上半期及び下半期事業活動報告書を大阪府教育庁教育振興室支援教育課に提出するものとする。
（削除）
（２）市町村教育委員会は、市町村リーディングチーム構成一覧と市町村リーディングチーム活用実施計画書及び活動実施報告書を大阪府教育庁教育振興室支援教育課支援学級グループに提出するものとする。
（３）大阪府教育庁教育振興室支援教育課長は、必要に応じ、本事業の実施状況等について調査を行うことができるものとする。
５　事業に関する経費等
　略
６　事務局
　略
７　その他
　略
附　　則
この要綱は、平成18年４月１日から施行する。
この要綱は、平成19年４月１日から施行する。
この要綱は、平成20年４月１日から施行する。
この要綱は、平成21年４月１日から施行する。
この要綱は、平成22年４月１日から施行する。
この要綱は、平成23年４月１日から施行する。
この要綱は、平成24年４月１日から施行する。
この要綱は、平成25年４月１日から施行する。
この要綱は、平成27年４月１日から施行する。
この要綱は、平成28年４月１日から施行する。
この要綱は、平成29年４月１日から施行する。
この要綱は、平成30年４月１日から施行する。
この要綱は、令和２年４月１日から施行する。

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。
この要綱は、令和４年４月１日から施行する。
この要綱は、令和５年４月１日から施行する。


	支援教育地域支援整備事業実施要綱

　　　　　　　　　　大阪府教育庁

　　　　　　　　　　教育振興室支援教育課

１　趣旨

この要綱は、障がいのある幼児・児童・生徒一人ひとりの教育的ニーズに応じた適切な指導及び必要な支援を行う支援教育を進めるため、府立支援学校内の支援体制の整備はもとより、府内において、府立支援学校と府内市町村教育委員会その他関係部局や保健・福祉・医療・労働等の関係機関等（以下「関係機関等」という。）が連携し、「地域支援リーディングスタッフ（ＬＳ）」等を活用して、保育所、幼稚園、認定こども園、小学校、中学校、義務教育学校及び高等学校（以下、「小・中学校等」という。）の教職員や幼児・児童・生徒等の支援教育に関するニーズに応じた適切な指導・助言、支援を行うために、必要な事項を定める。
　（新設）

２　事業の実施

（１）府立支援学校における地域支援体制の推進

①　府立支援学校は、センター的機能を発揮するため、市町村教育委員会、小・中学校等からの要請に応じて以下のような活動を行う。

ア　訪問相談（学校訪問型・地区拠点校訪問型）や来校相談及び電話相談
イ　合同相談会の企画や協力

ウ　障がい理解推進、校内委員会等の体制づくりへの助言

エ　個別の教育支援計画及び個別の指導計　画の作成・活用等に向けた助言

オ　関係機関等との連携・協力体制の構築

カ　市町村教育委員会等、小・中学校等が主催する研修会や協議会等への参加
キ　小・中学校等の教職員等に対する研修講師の派遣

ク　自立活動等における指導実践の公開、教材・教具に関する情報提供及び貸し出し等

ケ　専門性の向上にむけた研究協議会・研修への参加
コ　その他、上記に類するもの

　略
（２）ＬＳの任命

府立支援学校長は、センター的機能を担うＬＳを任命する。大阪府教育庁は、ＬＳの活動を保障するため、非常勤講師に係る人件費等を府立支援学校に配当する。
（３）ＬＳの活用
　センター的機能による小・中学校等における校内支援体制構築等のためにＬＳを活用する。
３　事業活動計画・事業報告等
（１）府立支援学校は、本事業に係る事業活動計画書及び事業実施報告書を大阪府教育庁教育振興室支援教育課制度推進グループ（以下、「制度推進グループ」という。）に提出するものとする。

①各府立支援学校は、本事業に係わる事業活動計画書、上半期及び下半期事業実施報告書を制度推進グループに提出するものとする。
　　②市町村教育委員会は、市町村リーディングチーム構成一覧と市町村リーディングチーム活用実施計画書及び活動実施報告書を大阪府教育庁教育振興室支援教育課支援学級グループに提出するものとする。
（２）大阪府教育庁教育振興室支援教育課長は、必要に応じ、本事業の実施状況等について調査を行うことができるものとする。
４　事業に関する経費等
　略
５　事務局
　略
６　その他
　略
附　　則

この要綱は、平成18年４月１日から施行する。

この要綱は、平成19年４月１日から施行する。

この要綱は、平成20年４月１日から施行する。

この要綱は、平成21年４月１日から施行する。

この要綱は、平成22年４月１日から施行する。

この要綱は、平成23年４月１日から施行する。

この要綱は、平成24年４月１日から施行する。

この要綱は、平成25年４月１日から施行する。

この要綱は、平成27年４月１日から施行する。

この要綱は、平成28年４月１日から施行する。

この要綱は、平成29年４月１日から施行する。

この要綱は、平成30年４月１日から施行する。

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。



